





























































3 前掲注 2 の論集36~8・の拙稿。欧文によるごく簡単な紹介として、I-lidcru NAKAl'vlU-





























































































































12 高専側の敗訴(退学処分等のi似!!j判決・の確定)で終わった:!J~件。 M i\':j~，北平成 8 (1996) 























































































るフランスの例 (Codede l'education Art. L442-1.Art.R442・36)を挙げるにとどめる。
①について、プロテスタント系高校 (DaekwanHigh School)の一人の生徒が、全員
参加制に公然反対し退学処分を受けつつ争い、最終的に2010年4月22日に大法院
(最高裁)の勝訴判決を手にしたことが注目される (SungmoonKim. Confucion 



























































中村英「公教育の一部al~百の 1~IIIJJ 日本教育法学会制『教育法の現代的争点j (法




























































東北学院大学法学政治学研究所紀要 第23号 (2015.ig3 }'D 
是非を判断する手がかりとなるものではありません。
発表者は、私立学校が憲法上の権利として宗派宗教教育を行えるもの
の、被教育者の信教の自由(司1令八号の文言では「信仰ノ自由J)を害し
ないためには、少なくとも、こと高校については、すでに現在のままの法
令の下であっても、一般的な私立学校は正当な理由でこうした教育を欠席
した生徒に不利益処分を下せない、と考えています。
ただし、これまで圧倒的多数の宗教系私立高校で全員参加制の運用が続
いているという現実を見れば、明確な成文の定めなしには、関係少数派生
徒に対する自由抑圧の継続を断ち切りがたく、多数派生徒への不都合も終
息できないでしょう。さらに、問題の所在そのものを社会に広く知らせ
ることも必要でしょう。こうして結局、法令改正を目標とし、 Fizを上げ
ることが必要ではないかと考えるに主っています。より具体的にどのレ
ベルの法令のどの部分をどのように改めることを課題とするのか、発表
者の考えはまだ熟していませんが、あくまで暫定的な現在の判断として
は、私立学校法および同法の施行令、施行規則の改正が検討されるべき
かと考えています。
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